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1. 適用 

本サーキュラーは、航空法（昭和 27 年法律第 231 号）（以下単に「法」という。）第 132 条の

16 による型式認証及び法第 132 条の 17 による型式認証の変更（以下「型式認証等」という。）に

係る検査について、申請から型式認証書の交付に至るまでの関連する航空局又は登録検査機関（以

下「検査者」という。）による検査業務及び申請者の取るべき手続きを取りまとめたものであり、

原則として、関係者は本サーキュラーに従って手続き等を行うことが求められる。 

 

2. 申請 

2-1 事前調整 

2-1-1 型式認証 

検査は、型式認証の取得を希望する者が申請を行うことにより開始される。 

第一種型式認証の取得を計画する者にあっては、当該申請の内容を具体化させる適当な段階で、

航空局にその旨を連絡し、事前調整の希望を申し出ることができる。第一種型式認証における事

前調整は、申請後の型式認証に係る検査を円滑に進めるために行うものであり、検査を実施する

に当たっての実務上の全般的な事項を取り決め、機体の設計概念、使用する諸標準、無人航空機

仕様の概要、安全基準及び均一性基準への適合性証明の方針等について調整を図ることができる。 

 

2-1-2 型式認証の変更 

既に型式認証を有する無人航空機の設計又は製造過程を変更しようとする者にあっても 2-1-1

項と同様である。 

 

2-1-3 事前調整の進め方及び内容 

事前調整は、以下の資料について航空局へ提出し、説明及び調整を行うこと。案件の性質によ

り、追加又は省略が可能である。 

① 申請者の概要 

ⅰ 型式認証関連の経験 

ⅱ 業務の委託の範囲と手順 

ⅲ 申請予定者における検査者への連絡体制及び検査の過程で問題が生じた場合の解決にあた

っての体制 

② 型式認証取得までの想定するスケジュール概要 

ⅰ マイルストーンを記載したスケジュール 

③ 設計概念書（CONOPS）案 

ⅰ サーキュラー No.8-001「無人航空機の型式認証等における安全基準及び均一性基準に対す

る検査要領」（令和４年９月７日 国空機第 456 号）で定める試験及び運用限界の値と範囲

を決定するために必要な情報を含む 001 設計概念書（CONOPS）の案 

④ クリティカルな問題の洗い出し 

例：前例のない設計、新技術、特別要件、同等の安全性及び適用除外処置が必要となる設計 

⑤ 適用基準の設定計画 

例：特別要件、同等の安全性及び適用除外処置が必要となる場合の必要性及び妥当性を示す根
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拠資料 

⑥ 適用基準及び適合性証明計画の原案 

ⅰ サーキュラー No.8-001「無人航空機の型式認証等における安全基準及び均一性基準に対す

る検査要領」（令和４年９月７日 国空機第 456 号）に定める安全基準に対する適用可否一

覧及び本サーキュラー5-1-3 1)項で求める各基準に対する解析又は実証の選択を含む適合性

証明計画の案 

⑦ 重要な問題（重要課題） 

ⅰ 申請のスケジュール概要に影響を与えるものや型式認証取得に支障をあたえる可能性があ

るものをまとめたもの 

⑧ 型式認証申請案 

ⅰ 申請時に入力する事項及び本サーキュラー2-3 項による手数料納付と本人確認方法で定める

事項の案 

⑨ 調整の記録 

調整における合意事項及び要処置事項等について担当者を記した調整議事録を作成すること。 

 

なお、申請予定者において④クリティカルな問題の洗い出し及び⑦重要な問題（重要課題）と

想定される事項がある場合は、事前に航空局と対応について相談した上で申請を行う必要がある。 

 

2-2 申請 

2-2-1 型式認証 

型式認証の申請者は、航空法施行規則（昭和 27 年運輸省令第 56 号）（以下単に「規則」とい

う。）第 236 条の 22 第１項に従って、型式認証申請書及びその添付書類を規則同条第２項に定め

る所定の時期までに提出しなければならない。添付書類の内容は、以下のとおりとする。ただし、

申請の際現に製造されている無人航空機に係る当該書類の提出の時期は、以下に掲げる提出時期

にかかわらず、申請時とする。 

 

(a) 設計計画書（提出時期：設計の初期） 

以下の事項を記載すること。 

a.設計の概要（設計概念書（CONOPS）案を含む。） 

b.推進系統の概略 

c.性能の概略（離着陸、上昇、下降、巡航等に関する推定性能、安定性、操縦性等の概略） 

d.構造の概略 

e.主要装備品（通信系統、推進系統、電源系統、自動制御系統）の概略 

 

（注）設計計画書は、検査者が実際の検査を行う前に申請に係る無人航空機の設計の概略を知る

ことを目的としたものである。一括して提出するのが望ましいが、まとまったものから逐

次提出しても差し支えない。記載内容は、設計の進捗に伴い変更される場合があり得るが、

何らかの方法で検査者に連絡されている限り、強いて本書を変更する必要はない。 

 



 

8-002 (4) 

 

(b) 設計書（提出時期：製造着手前） 

適用基準への適合を示すための説明、計算、その他を記述する資料は設計書にあたる。設計書

には以下の事項を記載すること。 

a. 重量算定、重心位置計算書 

b. 性能計算書 

c. 安定性、操縦性計算書 

d. 疲労強度計算書 

e. モーター及び ESC 又は発動機及びプロペラ（ローター）の仕様書 

f. 主要装備品（通信系統、推進系統、電源系統、自動制御系統）の負荷解析、強度計算、性能

算定、主要線図（ブロックダイヤグラム）、仕様等の設計資料  

  なお、上記の設計資料のうち、機体レベルで評価したものにあっては、その資料を提出して

もよい。 

g. 一般的に使用されるものと異なる特殊な構造や装備品等が使用される場合は、それらに関す

る設計資料 

 

(c) 図面目録（提出時期：製造着手前） 

図面目録は、型式認証を取得する無人航空機の型式仕様を管理するために必要な図面を一元管

理するものである。 

また、同目録は、申請に係る無人航空機の型式の設計に関するすべての図面番号、名称及び改

訂符号等を含むものであること。 

申請者における図面管理システムが構築されている場合で、必要な説明を検査者に実施し、了

解を受けた後は、最終審査会までに完成版が提出されればよいものとする。 

 

(d) 設計図面（提出時期：製造着手前） 

設計図面とは、三面図をいう。これに加えて、無人航空機の概略寸法、諸元、使用部品及び組

立方法等が記載されていることが望ましい。 

 

(e) 部品表（提出時期：製造着手前） 

部品表は、無人航空機の型式（構成品）を特定するために装備品/部品単位で作成すること。 

無人航空機の型式を構成する全ての装備品及び一部の部品（サーキュラーNo.8-001 第Ⅱ部 安

全基準のセクション 135 の証明で特定されるフライトエッセンシャルパーツに相当するもの。）

について、装備品/部品の名称、品番、製造者名、数量等を記載すること。なお、これらには、無

人航空機の使用者が運用方式等に応じて任意に装着する装備品を含むこと。 

本表は、申請者から使用者等に対して配布されるパーツカタログの様な図等を用いた詳細なもの

ではなく、無人航空機の仕様を装備品/部品単位でリストにより示せるものでよい。 

 なお、任意装備品については、証明を行った無人航空機の飛行特性に影響を及ぼさない場合（電

気電子技術を用いた装備を除く。）で、検査者と合意した場合に限り、部品表とは別のリストで管

理することも可能である。 
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(f) 製造計画書（提出時期：製造着手前） 

下記の事項を記載すること。 

a. 申請に係る無人航空機及びその構成品等の製造場所及び主要下請製造者名 

b. 製造過程に用いる手順書、検査記録、その他製造過程に適用する製造方法又は管理の方法及

び体制に係る規定等であって、図面に規定しないもの。 

 

(g) 型式の均一性が確保されることを証する書類（提出時期：製造着手前） 

申請時又は認証等取得時のみならず、型式認証取得後においても均一性基準に適合し続けるこ

とを確保するため、品質管理に関するプロセス（過程、仕組み）及び体制を記載したもの。本サ

ーキュラー別添 12 8.別冊として提出される製造管理要領の案がこれにあたる。 

 

(h) 仕様書（提出時期：現状についての検査実施前） 

仕様書は無人航空機の型式仕様を管理する資料であり、主な仕様について全般的に記載してい

る必要がある。仕様書には、下記の事項を記載すること。 

a. 申請に係る無人航空機の型式 

b. モーター、ESC 又は発動機及びプロペラ（ローター）の名称及び数 

c. 申請に係る無人航空機の製造者の氏名及び住所（法人にあっては名称及び主たる事務所の所

在地） 

d. 「無人航空機の型式認証等における安全基準及び均一性基準に対する検査要領」（令和４年

９月７日 国空機第 456 号）の改訂番号及び準拠年月日 

e. 申請に係る型式の無人航空機の主要諸元 

f. 最大離陸重量、重心許容範囲等の重量並びに重量分布及び重心位置に関する説明及び必要な

図表 

g. 運用限界（速度、風速、高度、降雨量、温度に関する事項） 

h. 出力又は推力、回転翼タイプの無人航空機にあっては回転翼回転速度、発動機が搭載された

無人航空機にあっては有効に運転できる大気温度等推進系統の運転に関する諸元 

i. 発動機（発動発電機を含む。）が搭載された無人航空機にあっては、燃料等級、滑油規格 

j. 発動機（発動発電機を含む。）が搭載された無人航空機にあっては、燃料、滑油等の総容量、

使用不能量 

k. 任意装備品の名称、数、使用方法及びそれらを装備した場合の各種限界 

l. 装備品及び部品の種類（標準装備品及び任意装備品についての名称及び規格若しくは仕様） 

m. 該当製造番号 

 

(i) 無人航空機飛行規程（提出時期：現状についての検査実施前） 

規則第 236 条の 12 第３項に掲げる事項を記載すること。また、具体的な内容については、サ

ーキュラーNo.8-001「無人航空機の型式認証等における安全基準及び均一性基準に対する検査要

領」（令和４年９月７日 国空機第 456 号）の 200 無人航空機飛行規程に従って作成すること。 

無人航空機飛行規程には、操縦者が安全な飛行を行うために必要な情報が、網羅的に記載され

ていること。また、登録検査機関において無人航空機飛行規程の検査を行う場合、無人航空機登
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録検査機関に関する省令（令和４年国土交通省令第 57 号）第６条第３項に基づく型式認証検査結

果通知書を当該登録検査機関から航空局に対して通知した上で航空局に承認される航空局の承認

対象であることに留意すること。 

 

(j) 無人航空機整備手順書（提出時期：現状についての検査実施前） 

規則第 236 条の 12 第４項に掲げる事項を記載すること。整備手順書は、無人航空機等に対す

る点検及び整備を行うための手順書（以下「ICA」という。）及び機体認証の更新検査等の方法を

記した書類の二種類から構成される。なお、申請者の判断により、機体認証の更新検査等の方法

に係る事項を ICA に含めて記載することも可能である。 

ICA の具体的な内容については、サーキュラーNo.8-001「無人航空機の型式認証等における安

全基準及び均一性基準に対する検査要領」（令和４年９月７日 国空機第 456 号）の 205 ICA に

従って作成すること。 

ICA には、使用者が無人航空機並びに装備品、部品及び落下傘等並びに関連システム

（Associated Elements）に対して、適切に点検及び整備を行うために必要な情報を記載すること。

また、登録検査機関において ICA の検査を行う場合、無人航空機登録検査機関に関する省令（令

和４年国土交通省令第 57 号）第６条第３項に基づく型式認証検査結果通知書を当該登録検査機

関から航空局に対して通知した上で航空局に承認される対象であることに留意すること。 

 

(k) 無人航空機の重量及び重心位置の算出に必要な事項を記載した書類（提出時期：現状について

の検査実施前） 

以下の事項を記載すること。ただし、当該事項が無人航空機飛行規程に記載されている場合は、

あらためて作成する必要はない。 

a. 無人航空機の自重及び重心位置 

b. 装備品等の名称、重量及び重心位置 

c. 発動機（発動発電機を含む。）が搭載された無人航空機にあっては、燃料タンクの使用可能量

及び重心位置 

d. その他 

操縦者が安全に飛行を行うことができるよう、適切に記載されていること。 

 

(l) その他参考事項を記載した書類（提出時期：現状についての検査実施前） 

その他参考事項を記載した書類とは、次の書類をいう。 

a. 安全性を確保するための管理の計画 

b. 検査者が必要と認めたその他の必要資料 

安全性を確保するための管理の計画については、航空局の指示に従い、適切な時期までに提出

すること。検査者が必要と認めたその他の必要書類についても、検査者の指示に従い、適切な時

期までに提出すること。 

 

2-2-2 型式認証の変更 

既に型式認証を有する型式の無人航空機に係る設計又は製造過程の一部（型式認証を受けたこ
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とのある型式の無人航空機と同一の系列に属する型式の無人航空機の追加を含む。）の変更を行お

うとする者は、規則第 236 条の 29 の規定に従って型式認証に準じて型式設計・製造過程変更申

請書及びその添付書類を提出しなければならない。なお、型式認証の変更に係る申請者は、当該

型式の型式認証等保有者に限る。 

また、無人航空機の形態若しくは構造又は仕様その他の型式認証の前提とした事項の大きな変

更を伴う設計の変更については、型式認証の変更ではなく、別の型式として新規に型式認証に係

る申請が必要となることに留意すること。 

上記の例としては、 

・マルチローター型の型式について、ローター数を４つから６つに増加させるといった、無人

航空機の形態又は構造の大きな変更を伴う設計の変更、 

・ヘリコプター型の型式について、発動機及び燃料系統による駆動から、バッテリーを追加し

ハイブリッド型に仕様を変更するといった、無人航空機の仕様その他の型式認証の前提とし

た事項の大きな変更を伴う設計の変更、 

などが該当する。 

 

2-3 申請に係る手数料と手続き 

〇手数料について 

型式認証等に係る申請の手数料は、国が検査を行う場合、航空法関係手数料令（平成９年政令

第 284 号）及び航空法関係手数料規則（平成９年運輸省令第 58 号）で定められた額となる。 

また、型式認証等に係る申請において、本邦外において検査が行われる場合は、航空法関係手

数料令及び航空法関係手数料規則に基づき、出張事項、出張地名及び出張期間その他必要な事項

により定まる人数及び日数に応じた旅費相当額を納める必要がある。当該旅費相当額について、

申請後に、追加で納付する必要が生じた場合には、追加分の手数料を納付すること。 

 

以下、ドローン情報基盤システム（以下「DIPS」という。）を用いて申請を行う場合の手続きを

記載する。 

①本人確認 

以下のいずれかの本人確認方法に従って各申請を行うことができる。 

(1) G ビズ ID のアカウントにログインする方法 

(2) 本人確認書類を郵送する方法 

 ②申請入力事項の概要 

システム上で型式認証区分、型式名、飛行禁止空域の飛行、飛行の方法等の入力を行うほか

申請書時に必要な添付書類のアップロードを行う。 

③手数料の支払手続き 

申請者は、上記の②において申請に必要な事項の記入及び書類を提出した後、DIPS から通知

された内容に従い、以下のいずれかの方法により手数料の納付を行う。 

(1)クレジットカードによる納付（本人確認書類を郵送する方法で本人確認を行う場合を除

く。） 

(2)Pay-easy（ペイジー）による納付 … 銀行 ATM 又はインターネットバンキングでの納付
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が可能 

④登録検査機関による検査を行う場合の手続き 

申請者は、登録検査機関による検査を受ける場合は、本項の定めによらず、当該登録検査機関

の定めにより手数料を支払うこと。 

 

2-4 申請内容の変更 

申請内容に変更（設計に係る事項の追加等）が生じた場合は、申請書の内容変更の届出が行わ

れ、2-5 項に示す申請書の提出先において受け付けられる。 

 

2-5 申請書の提出先 

2-5-1 第一種型式認証等の場合 

愛知県西春日井郡豊山町大字豊場（県営名古屋空港管理庁舎内） 

国土交通省航空局安全部航空機安全課 

航空機技術審査センター 

電話番号 0568-29-1985  E-mail：cab-aecc-drone-tcq@gxb.mlit.go.jp 

 

2-5-2 第二種型式認証等の場合 

愛知県西春日井郡豊山町大字豊場（県営名古屋空港管理庁舎内） 

国土交通省航空局安全部航空機安全課 

航空機技術審査センター 

電話番号 0568-29-1985  E-mail：cab-aecc-drone-tcq@gxb.mlit.go.jp 

 

3. 適用基準 

3-1 適用基準 

申請のあった型式認証に適用される基準は、規則第 236 条の 15 及び同令第 236 条の 24 条に規

定する以下の基準である。 

(1)「安全性を確保するための強度、構造及び性能についての基準」（規則第 236 条の 15 条関係） 

(2)「均一性を確保するために必要なものとして定める基準」（規則第 236 の 24 条関係） 

 

3-2 適用基準への適合性を証明するための要領又は方法 

3-2-1 型式認証 

型式認証における適用基準への適合性を証明するための要領又は方法については、当該型式認

証の申請が受理された時点で有効な最新のサーキュラーNo.8-001「無人航空機の型式認証等にお

ける安全基準及び均一性基準に対する検査要領」を適用する。ただし、当該型式機の設計に新技

術、特殊な設計の採用等があって、当該検査要領の全て若しくは一部の適用が困難であるか、又

は合理性に欠ける場合には、特別要件、適用除外又は同等安全性を設定することがある。 

本サーキュラーでは、適用されるサーキュラーNo.8-001 の検査要領、特別要件、適用除外又は

同等安全性を合わせて、適用基準への適合性を証明するための要領又は方法として「検査要領等」

という。また、特別要件、適用除外又は同等安全性を設定する場合、申請者は航空局と協議の上、
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その内容を決定すること。 

さらに、以下の場合には、申請書の受理後に改正された検査要領又は方法を適用すること。 

申請者が最新の基準を適用したい場合、又は申請が受理された後、３年が経過した場合（申請

時に設計、開発や試験等のために３年以上の期間を要することを申請者が示し、航空局が認めた

場合を除く。）。後者の場合であって、法第 132 条の 17 による変更を行う場合にあっては、型式

認証書の交付日より遡って、３年の範囲内のいずれかの時点（申請者が選択することができる。）

において有効な検査要領等が適用されている必要がある。 

 

3-2-2 型式認証の変更 

型式認証の変更（型式認証を受けたことのある型式の無人航空機と同一の系列に属する型式の

無人航空機の追加を含む。）を行う場合には、設計変更又は製造過程変更の箇所及び当該変更によ

って影響を受ける箇所に対して、当該型式認証の検査を実施した時に適用した要領又は方法に基

づき検査を行うこと。なお、当該変更の申請が行われた時点で有効な最新の検査要領を適用する

こともできる。 

 

3-2-3 特別要件、適用除外及び同等安全性 

設計に特に新しい技術が導入された場合や、安全を確保する上で基準への適合性を証明するた

めの新たな基準又は方法を追加して適用する必要が生じた場合には、型式認証に係る検査の基準

として、検査要領のほかに特別要件を設定することができる。また、設計の特異性等から基準の

一部の適用が不必要である、又は他の方法による方が適当と判断される場合には、これを省略（適

用除外）し、又は変更（同等安全性）することができる。 

 

3-2-4 基準等の決定及び変更 

型式認証に適用する適用基準は、通常の手順として当該型式に係る初回の型式認証審査会にお

いて申請者を交えて検討を行い、原案を適合性見解書（G-1）として作成する。 

特別要件、適用除外及び同等安全性の適用についても航空局において同様の手続きを行う。 

また、型式認証の変更に適用する適用基準の決定及び通知についても同様の手続きを行うこと

を基本とするが、設計（変更）の内容、規模等を踏まえ、適宜、手続きの一部又は全部を省略でき

るものとする。 

 

3-3 適合性見解書 

適用基準の解釈、証明方針、解析及び試験の設定方法等、適切な検査を実施するために申請者

に対して内容を明確にする必要があると判断されたものについて、航空局は、当該事項に係る航

空局の見解を示すため適合性見解書（以下「見解書」という。）を発行する。 

適合性見解書の書式を別添１（様式：JCAB FORM 8-002-1）に示す。 

航空局が見解書を発行する対象について、特に制約はないが型式認証等の実施に際して、以下

の項目については、原則として見解書を発行する。ただし、申請者が、第二種型式認証を受けよ

うとする型式の無人航空機であって、申請が受理された時点で有効な最新の検査要領を適用する

場合、適合性見解書（G-1）の発行は必要としない。また、型式認証の変更において、認証の区分
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に関わらず、申請が受理された時点で有効な最新の検査要領を適用する場合又は型式認証を受け

た際に適用した適用基準を適用する場合も、適合性見解書（G-1）の発行は必要としない。なお、

認証の区分に関わらず、型式認証又は型式認証の変更に係る申請の受理後の証明活動において、

申請者が特別要件、適用除外又は同等安全性の設定を提案する場合には、当該適合性見解書（G-

1）の発行が必要となる。 

① 適用基準（G-1） 

② 特別要件の設定 

③ 同等の安全性の設定 

④ 適用除外の設定 

⑤ その他必要と認められる場合 

 

4. 型式認証審査会 

4-1 型式認証審査会 

型式認証審査会は、個々の型式認証等について、その証明の状況全般を審議するために検査者

により設置されるものである。審査会は、初回審査会、最終審査会等、型式認証等の重要な時点

において開催される。 

なお、第二種型式認証を受けようとする無人航空機であって最大離陸重量が 25kg 未満のものに

ついては、型式認証審査会を実施しなくてもよい。 

 

4-2 型式認証審査会の開催 

各審査会の目的及び審査の事項としては、それぞれ以下に掲げるような事項があるが、これら

に限られるものではない。 

(1) 初回審査会（製造着手前に実施することが望ましい。） 

(a) 型式認証に係る検査の全体計画の周知 

(b) 設計の詳細及び技術的な事項又は課題についての意見交換 

(c) 適用基準（案）の作成 

(d) 技術的な事項又は課題に関する対処方法の協議 

(e) 型式認証までのスケジュールの設定 

(2) 最終審査会（型式認証書発行前） 

(a) 適用基準及びその検査要領の最終（案）決定 

(b) 提出書類、安全基準及び均一性基準への適合性、試験結果等の最終的な検査 

(c) 型式認証書発行の可否に係る未解決問題の検査 

 

4-3 議事録の作成 

 各審査会で審査会開催ごとに議事録を作成すること。作成された議事録は、申請者においても

提出書類とともに整理、保管すること。 

 

5. 検査 

型式認証等に係る検査は、設計の検査、製造過程の検査及び現状の検査並びに品質管理及び品
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質管理体制の検査により行われ、概要は以下のとおり。 

 

5-1 設計の検査 

設計の検査は、解析書等の検査又は実証の検査により行われ、概要は以下のとおり。 

申請者は、検査者の合意を受けた適合性証明計画に基づいて解析又は試験を行い、適用基準へ

の適合について、検査者による検査を受ける。検査の結果、設計に係る各資料が基準への適合を

示すものであると認められる場合、検査者は適合性判定書の発行により、それぞれ適用基準への

適合の状況を確認する。 

 

5-1-1 検査の記録 

 以下に型式認証等に係る検査の記録を示す。 

1) 適合性判定書 

適用基準への適合性については、図面、スペック、解析書、計算書、試験方案、試験報告書、無

人航空機飛行規程及び ICA の案等の証明に係る書類の検査及び地上試験、飛行試験等による検査

により確認する。検査により適用基準への適合性を確認した場合は、それぞれ適合の状況を明示

する資料として、適合性判定書を発行する。適合性判定書の書式を別添２（様式：JCAB FORM 

8-002-2）に示す。 

適合性判定書を必要とする場合は、申請者は適用する証明書類の審査が終了するまでに検査者

に適合性判定書の案を提出する。 

 

2) 議事録 

検査を行った場合には、当該検査の内容、指摘及びその改善事項、調査事項、問題点等を明確

にし、認識を共有する目的から、申請者において議事録を作成し、双方で記載の内容を確認する。 

議事録には、特に定まった様式はないが、別添３（様式：JCAB FORM 8-002-3）に議事録の様

式の例を掲載する。 

 

3) 総合判定書 

総合判定書は、全ての適用基準に適合することを確認する際に発行するものであり、これまで

に発行した適合性判定書等を総括するものである。総合判定書の書式を別添４（様式：JCAB 

FORM 8-002-4）に示す。 

総合判定書を必要とする場合は、申請者は適用する証明書類の全ての審査が終了するまでに検

査者に総合判定書の案を提出する。 

 

5-1-2 検査の実施 

検査に先立って、適合性証明計画により、申請者の証明計画が基準への適合を示すために必要

な内容を網羅していることの確認が行われ、また、適合性検査表により証明状況の把握並びに検

査の進行状況について管理する。 
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5-1-3 （適合性）証明方法の検査 

1)適合性証明計画 

型式認証等に係る申請者は、全ての適用基準の項目について設計図面、解析・評価、飛行試験

等の選択を含む適合を示す方法（一例として、サーキュラーNo.8-001 の検査要領における 110 ソ

フトウェアは“解析・評価”により、200 無人航空機飛行規程は“設計図面”により、300 耐久

性及び信頼性は“飛行試験”により、それぞれ適合性証明を行う等）、実施時期等を記載する適合

性証明計画を作成し、検査者の合意を得ること。検査者は、原則として当該計画に合意した後、

検査を開始するものとする。また、当該計画はプロジェクトの進行に伴い変更されることがある

ため、一旦、合意を得た計画を変更する場合にあっても、検査者の合意を得ること。 

 

2)適合性検査表 

適合性検査表は、適用基準の項目ごとに証明状況を示すものである。 

検査者は、申請者が作成した適合性証明計画に基づく適用基準への適合性の状況を本適合性検

査表により管理する。 

 

5-1-4 解析書等の検査 

・図面、解析書、検討書 

図面による適合性の確認は、適用項目が求める要件に対し、図面により定義される無人航空機

の仕様が適合していることを検査することにより行う。ただし、図面のみで適用項目の全てを証

明することは一般的には難しく、必要に応じて補足の資料等を併せて検査することが出来る。解

析書における適合性の確認は、申請者が行った解析（計算、比較検討等）について、適用項目が

求める要件への適合を表す結果を、適切な解析手法により誤り無く得ていることを検査すること

により行う。 

検討書は申請者が作成する解析書の一種であって、申請者の検討（他のデータの流用等）を検

査することにより、当該設計が、適用項目に求める要件に適合していることを確認する。なお、

無人航空機飛行規程及び ICA は、別途航空局（登録検査機関で承認を行うことはできない）の承

認を得る所定の手続きが必要である。 

 

5-1-5 実証の検査 

1) 試験方案及び試験報告書の承認 

無人航空機の型式認証等の試験は、主に適用項目を直接証明する目的で行われる。 

適合性証明に使用する試験結果は、原則検査者の承認を受けたことが適合性判定書で示された

試験方案に基づいて得られたものである必要がある。 

このため、試験方案には試験実施に必要な全ての情報、条件、仕様等が記載されていること。

なお、供試体図面、試験セットアップ図面等はこれらに含まれる。また、同様に適合性証明に用

いる試験報告書も、検査者の承認が必要である。当該報告にあっては、試験供試体、試験セット

アップ等は承認された試験方案に適合していることが検査者によって検査されていなければなら

ない。 
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2) 供試体、試験装置及び試験記録の確認（治工具、試験セットアップ等を含む。） 

型式認証試験における試験供試体、試験セットアップ等は、原則として事前に承認された試験

方案に適合していることについての検査（以下「適合検査」という。）を検査者から受ける必要が

ある。 

検査者による実地検査を必要とするものについて、対象となる供試体、試験装置及び試験セッ

トアップを申請者に通知する。なお、当該実地検査は、全ての試験に対して実施されるものでは

なく、検査者が申請者と協議の上、試験内容を考慮し、検査者の試験立会が行われる試験に対し

て実施する。一例として、無人航空機の限界事項を飛行試験により確認する試験ケースは、検査

者による試験立会が想定される。また、試験立会においては、試験の実施にあたり、適合検査に

よって適合性が確認された状態の試験供試体、試験セットアップを用いて、試験方案から逸脱す

るような不具合や損傷等がなく試験方案で定められた手順や取得すべきデータが取得されたこと

を確認すること。 

上記の通知は、検査者から適合検査／試験立会要求書(Request for Conformity/Test Witnessing 

(以下「RFC/W」という。))（様式：JCAB FORM 8-002-5) の発行をもって行われる。申請者は、

RFC/W 案を作成し、適合検査実施前に十分な余裕をもって検査者に提出し、合意を得ること。

RFC/W の書式及び記入要領を別添５に示す。なお、第二種型式認証を受けようとする無人航空機

であって最大離陸重量が 25kg 未満のものにあっては、適合性証明計画等で検査者が実施する検

査及び試験立会が明確になっている場合に限り RFC/W 発行に係る手続きを不要とすることがで

きる。 

 

申請者は、当該検査を受けようとする場合、事前に対象となる供試体、試験装置及び試験セッ

トアップが試験方案に合致していることを点検し、合致していることについて適合報告書

(Statement of Conformity(以下「SOC」という。))（様式：JCAB FORM 8-002-6）を発行しなけ

ればならない。SOC の書式及び記入要領を別添６に示す。 

検査者は当該報告書の内容を確認の上、当該供試体等の作成・準備状況について、試験方案で

指示する仕様のとおりであることを実地にて確認する。検査者は、当該検査の結果について適合

検査記録書(Conformity Inspection Record (以下「CIR」という。)) （様式：JCAB FORM 8-002-

7）にその内容を記録し、本紙は検査者が保管し、写しを申請者に交付する。CIR の書式及び記入

要領を別添７に示す。なお、第二種型式認証を受けようとする無人航空機であって最大離陸重量

が 25kg 未満のものにあっては、最終的な記録として Test Witnessing Record(TWR)に集約でき

る場合、CIR 発行に係る手続きを不要とすることができる。 

特に試験供試体については、確認後に同供試体が移動（遠隔の試験場へ）し、又は試験までに

時間を要する場合も想定されることから、申請者の希望があれば、検査者の指示により適合検査

票(Conformity Inspection Tag(以下「CIT」という。)) （様式：JCAB FORM 8-002-8）を発行し

現物に添付させることにより、当該供試体が検査者による適合検査が既に行われていることを示

すことができる。CIT の書式及び記入要領を別添８に示す。 

 

試験方案から少しでも異なるものが認められる場合、また試験において供試体や試験装置等が

破損する、あるいは試験方案の求める設定条件での試験が出来ない等の不具合が発生した場合は、
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原則として直ちに試験を中断する。当該不具合があるときは、その修正又は試験方案の変更の承

認を受けることを原則とするが、再度の試験の実施又は正規の承認手続きに要する間の試験の中

断が困難であるとき、当該修正又は試験方案の変更に責任を有する者へ連絡することにより、当

該変更の承認を得ずに申請者の責により試験を継続し、試験の成立性を事後に評価することも可

能である。この場合、試験の継続は、相違の内容を明確にした上で、申請者による成立性の判定

を記載した Deviation シートを作成し、検査者の了解を得て可能となる。なお、第二種型式認証

を受けようとする無人航空機であって最大離陸重量が 25kg 未満のものにあっては、申請者の責

により試験を継続し、事後的に Deviation シートを作成し検査者の了解を得ることも可能である。 

Deviation シートについては、本項 4）に定める。 

 

3) 試験の立会いについて 

型式認証等に係る試験は、必要により検査者の立会のもとで実施される。一例として、無人航

空機の限界事項を飛行試験により確認する試験ケースは、検査者による試験立会が想定される。

試験に立会う検査者は、試験方案のとおりに実施されたこと及び試験で得られたデータが適切に

記録されていることを確認し、試験立会記録書(Test Witnessing Record(TWR)) （様式：JCAB 

FORM 8-002-9）を発行する。この際、本紙は同試験の報告書に添付し、写しを検査者において保

管する。TWR の書式及び記入要領を別添９に示す。 

 

4）Deviation シート 

Deviation シートは、申請者の任意の様式で良いが、以下の項目を含むものとする。 

ⅰ)Deviation シートの管理番号(改訂番号を含む。) 

ⅱ)対応する設計データ又は試験方案等の管理番号（改訂番号を含む。） 

ⅲ)Deviation の概要 

ⅳ)当該 Deviation の設計データへ及ぼす影響 

ⅴ)その他必要と思われる情報 

ⅵ)Deviation シートの発行日 

ⅶ)Deviation シートの発行責任者の署名 

ⅷ)検査者の了解及び了解日の記載欄 

 

5) 申請者のみによる検査及び試験 

検査者が試験立会を行わない場合においても、適合性証明のために試験結果を使うものにあっ

ては、申請者は、試験方案のとおりに実施されたこと及び試験で得られたデータが適切に記録さ

れていることを確認し、全ての試験に対して検査及び試験の記録を作成すること。記録は任意の

様式で良いが、TWR と同等の内容が含まれること。 

 

5-2 製造過程の検査 

製造過程の検査は、製造の過程における各工程が、設計を具現化するのに適切な設定となって

いることを検査するものである。 

製造過程検査は、型式認証発行以前に製造される任意の１機又は同様の複数の機体により検査
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を実施することができる。当該検査の対象範囲は、機体を構成する部品レベルから完成機までの

全ての段階とし、当該機の製造過程に適用された全ての製造方法（工程を含む。）、検査手法（特

殊工程を含む。）、治工具管理及び品質保証/管理体制（作業員/検査員教育及び外注管理を含む。）

等を包含する。また、自社以外の管理に属する人員、施設又は設備により、全部又は一部が製造

される場合は、当該外注先についてもその対象範囲に入るものとする。 

 

5-2-1 工程の検査 

工程の検査は、製造過程の全てを対象とする。 

工程の検査では、作業の実施方法等を規定する書類（以下「作業指示書等」という。）の設定の

状況を書類で検査するとともに、部品の受け入れから加工、組立、検査及び引き渡しに至るまで

の全ての工程と当該工程が適用された製造品が型式認証に紐付く設計図面で指示される加工方法

に従って実施されたことや組立工程が作業指示書等に従って実施されたことを検査記録等の書類

で検査する。また、これらの作業が作業指示書等の手順どおりに行われていること等を実際の製

造現場に赴き検査を行う。製造工程を規定する書類等は検査の対象となる。 

・書類の検査 

  １．設定されたワークシート等の適切性の確認 

  ２．製造後に行う製造記録の確認 

 ・実地立会確認の実施方法（作動試験等による現状確認検査を含む。） 

 

5-2-2 申請者への通知 

製造過程の検査に実地の立会が含まれるとき、検査者は、当該項目について製造過程検査実地

立会通知書（様式：JCAB FORM 8-002-10）を作成及び発行し、申請者に通知する。製造過程検

査実地立会通知書の書式を別添１０に示す。 

 

5-2-3 工程の検査の記録 

検査者は、検査を実施した項目を製造過程検査実地立会報告書（様式：JCAB FORM 8-002-11）

に記載し、検査者が保管する。製造過程検査実地立会報告書の書式を別添１１に示す。 

設計データから少しでも異なるもの（製造過程における不具合処理等）が認められる場合は、

その修正を要求することを原則とするが、申請者の当該修正又は試験方案の変更に責任を有する

者へ連絡することによってその変更を認める方法も可能である。この場合は、相違内容を明確に

した上で、申請者の当該修正又は試験方案の変更に責任を有する者による成立性の判定を記載し

た Deviation シートを作成し、続行に先立って検査者の了解及び内容の確認を得ることが必要で

ある。なお、型式認証の設計データの範囲を超えた修正方法等を適用する場合は、当該設計デー

タにより適合性証明を再度行う又は型式認証の変更手続きが必要である。 

Deviation シートについては、5-1-5 項 4）の規定に従うこと。 

 

5-2-4 品質管理及び品質管理体制の検査 

型式の設計を満足する機体（安全基準に適合する機体）を均一に製造するのに適切な製造及び

検査体制等が構築されていることの確認として、「均一性を確保するために必要なものとして定め



 

8-002 (16) 

 

る基準」（規則第 236 条の 24）（以下「均一性基準」という。）への適合性を検査するものである。 

 

5-2-5 製造管理要領及び品質管理体制の提出 

a.申請者は、サーキュラーNo.8-001 による検査要領に基づき、製造管理要領を作成し、検査者

に提出しなければならない。製造管理要領は均一性基準に基づき作成する必要がある。 

b.申請者は、品質管理体制の検査に必要となる別添 12「品質管理体制を説明する資料」（様式：

JCAB FORM 8-002-12）（以下「品質管理資料」という。）について、製造着手前に十分な余

裕をもって検査者に提出し、説明すること。 

 

5-2-6 品質管理及び品質管理体制の検査方法 

品質管理体制の検査は、製造過程検査の対象である製造品が安全基準に適合した設計図面や仕

様書等に合致することを保証する体制を有し、均一性基準を満足するものとなっていることを次

に掲げる手順により確認する。 

a.検査者は、本サーキュラー別添 12 で求める品質管理資料により申請者の品質管理体制の概要

を確認し、均一性基準を満足しうる体制を有しているかの確認を行う。 

b.検査者は、本サーキュラー別添 12 8.別冊として提出される製造管理要領を検査し、申請者

の品質管理体制が均一性基準を満足しているかどうかを確認する。当該検査の具体的な対応

事項として、製造等業務に使用する設備、作業場及び施設、組織及び人員、業務の実施の方法

等を維持管理するための体制が適切に文書化されていること及び当該文書で規定している体

制が製造品に適用されていることを書類及び実地検査にて検査する。（例えば、不具合処理の

実施状況、作業カードの管理状況、教育訓練の実施状況、資格管理の実施状況等が規定された

手順や方法により適切に実施されているのかを検査する。） 

なお、品質管理及び品質管理体制の検査は、5-2 項による製造過程の検査における工程の検査と

同時に実施することができる。 

 

5-2-7 品質管理及び品質管理体制の記録 

検査の結果は、別添１３「品質管理体制確認通知書」（様式：JCAB FORM 8-002-13）により通

知を行い、不具合が認められた場合には、別添１４「処置内容報告書」（様式：JCAB FORM 8-

002-14）による是正処置の報告を求める。 

 

5-3 現状の検査 

 規則第 236 条の 23 の規定に基づき、申請のあった無人航空機のうちの１機について現状の検

査を行う。 

現状の検査は、設計及び製造過程の成果物である無人航空機等について、設計により定義され

た仕様が実現されていることを確認することにより、設計及び製造過程の検査の内容を確保する

ものである。 

なお、現状の検査は、個別の製造時確認試験、法第 132 条の 18 第２項による検査、仕様等の試

験、適合検査、設計の検査における地上試験及び飛行試験及び製造過程検査における各確認によ

り併せて行うことができる。 
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6-1 型式認証書類 

証明の管理に必要な書類等（以下「型式認証書類」という。）について、適合性証明で確認され

た設計データが的確に反映できるよう必要な管理がなされなければならない。 

型式認証等を既に取得した型式の無人航空機にあっては、型式認証書類の内容に変更が生じた

場合、当該型式の型式認証等保有者は速やかに変更の内容を航空局に連絡し、型式認証の変更に

係る承認申請を行うこと。 

型式認証書類に変更が生じるような変更は、原則として型式認証の変更の承認対象となる。型

式認証の変更の区分及び内容は、次の表に定めるとおりとする。 

変更の区分 変更の内容 

その他の変更 

（大変更） 

下記に掲げる変更以外の変更 

軽微変更 当該型式の無人航空機に係る塗装の変更その他これに類する

安全性及び均一性に影響しない設計又は製造過程の変更 

 

上記の表における軽微変更の内容として規定している趣旨としては、設計又は製造過程の変更

ではあるものの、型式認証を受けた範囲（最大離陸重量や速度・使用環境等の当該型式の無人航

空機に係る性能や能力）から逸脱しない範囲での変更を対象とするというものである。 

なお、無人航空機飛行規程及び ICA の航空局承認項目以外の記述に限って変更する場合、航空

局に届出を行うことにより変更することができる。ただし、無人航空機飛行規程の運用手順や ICA

の点検・整備手順を含むその他の項目について変更しようとする場合であって、設計の変更を伴

うもの又は手順を実質的に変更するもの（ただし、誤記訂正や表現の明確化に係る変更は除く。）

については、安全基準への適合を示す必要があり、航空法第 132 条の 17 による変更の承認の中

で無人航空機飛行規程や ICA の変更内容についても確認することとなる。 

上記の趣旨に基づき、軽微変更の主な例としては、 

・装備品（灯火やオプション装備品）の供給元の変更や当該装備品の枯渇に伴う代替部品への

変更、 

・無人航空機に取り付けられたカメラの変更（取付位置が変わらず、カメラの重量も 2.0kg か

ら 1.5kg への変更等、安全基準に適合する範囲内で変更を行う場合）、 

・製造管理要領の変更のうち、製造等業務に影響を与えない範囲での人員数の変更、組織の名

称のみの変更、誤記訂正（内容の変更を伴わないものに限る。）、様式等の形式的な修正（内

容の変更を伴わないものに限る。）、 

6. 型式認証等の管理 

型式認証等は、設計データの適切性を示すことだけで完了するものではなく、必要な手続きを

含め型式認証等に係るすべての業務が完了するよう的確に管理することが必要である。 

データを電磁的方法により作成、維持又は保管を行う場合は、サーキュラーNo.6-018「電子署

名及び電磁的記録に関する一般基準」に従うこと。 
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などが該当する。 

 

また、その他の変更（大変更）の例としては、 

・物流用の貨物搭載機構を農薬散布用の機構に変更する設計の変更、 

・工場を新設し、新たな設備、部品の保管施設等により無人航空機を製造する製造過程の変更、 

・追加の飛行試験等を実施し、無人航空機飛行規程の限界事項を変更（運用可能範囲を拡大）

しようとするもの、 

・サーキュラーNo.8-001 の検査要領で求める 135 重要な部品（フライトエッセンシャルパー

ツ）に選定された部品の設計変更であって、ICA の無人航空機等の安全性を確保するために

必須となる点検及び整備の章の記載内容の変更を伴うもの（記載事項の誤記訂正等を除く。）、 

・型式認証時に設定した適用基準の変更を要するもの（新たに特別要件（Special Condition）、

同等安全性（Equivalent Level of Safety）及び適用除外（Exemption）を設定する場合を含

む。）、 

・型式認証時に承認された適合証明方法（Means of Compliance）の変更又は新たな適合証明

方法を設定するもの、 

・新たな機能を追加するようなソフトウェアのバージョンアップ、 

・製造における重要な工程である最終組み立てを行う組織、委託先の変更、 

・法第 132 条の 18 による検査を実施する組織、委託先の変更、 

・製造等業務を実施する組織について、各組織の権限及び責任の変更（単なる組織名の変更は

除く。）、 

・型式認証等保有者又は製造等業務を実施する組織の統合（他社による買収を含む。）、 

などが該当する。 

 

また、型式認証等の検査の途中において、既に適合性判定書が発行されている解析書等の記載

内容を一部変更する場合は、改めて検査を受け、再度、適合性判定書を取得すること。この時、

併せて変更前の解析書等に対する適合性判定書を無効とする。 

 

また、TCDS は我が国の型式認証を取得した型式の無人航空機の詳細事項を公式に示すもので

もあり、詳細事項には、型式認証等で要求される限界事項（速度制限、重量制限、動力限界等）及

び各種情報が盛り込まれる。申請者は、TCDS について、別添１５の型式認証データシート（和

文）（様式：JCAB FORM 8-002-15）又は別添１６の型式認証データシート（英文）（様式：JCAB 

FORM 8-002-16）に基づき作成すること。 

 

6-3 型式認証等における品質管理 

型式認証等における品質管理は、機体等の形態を確定する図面等の基本データ、技術上の基準

6-2 型式認証データシート 

6-2-1. 型式認証データシートの概要 

型式認証データシート（以下「TCDS」という。）は、型式認証の一部として、検査要領に適合

していることについて、その状況を示すものである。 
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への適合性を証明する設計資料、製造過程検査で示された製造工程、品質管理及び品質管理体制

の検査で得られたデータ等が、試験供試体から量産機に至るまですべての基準適用対象について、

的確に反映されるものでなければならない。特に、型式認証取得後の型式の維持管理の段階にあ

っては、事案により申請者の各専門部門が単独で対応する場合があるため、型式認証等における

品質管理が的確に機能するよう留意する必要がある。 

 

6-3-1 技術管理／品質保証 

型式認証等の中で実施される各種試験については、証明に必要な各種の要件が確実に実行され、

また、そのことが明らかになるよう適切に記録されなければならない。 

 

6-3-2 生産管理／品質保証 

型式認証等が行われた無人航空機の製造については、適合性証明の中でその適合性が確認され

た設計データが、製造機（試験供試機及び量産機）に的確に反映するよう必要な管理がなされな

ければならない。具体的には、設計部門が示した設計データ（図面、スペック等）が製造部門の

製造指示書／手順書へ的確に反映されるよう管理がなされることが必要である。特に設計者と製

造者が異なる場合にあっては、設計者と製造者の責任及び権限を明確にし、適切な生産管理及び

品質管理（型式認証取得後における型式の維持管理を含む。）が行われること。 

 

6-4 無人航空機への表示 

型式認証等が行われた無人航空機については、製造時に検査した証として個別の無人航空機へ

の表示が必要である。型式認証等保有者は、型式認証等が行われた無人航空機が型式認証を受け

た者による検査を受けたものであることを、耐久性のある方法で、鮮明に表示しなければならな

い。表示については、設計者の定める様式とするが、無人航空機の型式認証書番号、型式及び製

造番号の情報を含めること。 

 

一件の申請書に複数の変更案件が存在する場合は、すべての案件が完了した後に、型式認証書

が交付される。従って、複数の変更案件の中に型式認証書の取得希望が早いものが含まれていて

も、それらは個別に交付されないため、申請者は、申請の段階から十分に注意する必要がある。 

 

8. 安全性の確保に係る対応 

本項に関する事項は、本サーキュラー2-2-1 項 (l) a. 安全性を確保するための管理の計画に含

めること。作成した安全性を確保するための管理の計画は、航空局により型式認証時にその適合

性について検査を受けなければならない。当該計画については、特に様式を指定しないものの、

改訂履歴が管理されると共に、少なくとも次の事項が定められていることが必要である。 

1) 型式認証等の取得者の責任 

2) 設計者名及び製造者名、型式名、製造番号 

7. 型式認証の変更について 

航空局に申請した型式認証の変更は、申請単位で型式認証書が交付される。（規則第 236 条の

31） 



 

8-002 (20) 

 

3) 社内の責任部署及び担当 

4) 無人航空機等の使用（運航）者を管理する方法 

5) 定期的な運航状況の収集方法（故障、不具合及び欠陥の発生を含む。） 

6) 自社における他型式機の事故、インシデント情報等の収集方法 

7)  5)及び 6)で得られた情報の分析及び評価フロー、責任部署、型式認証形態への反映方法等 

（品質管理及び品質保証体制も含む。） 

8) 使用者への技術情報の提供 

9) 航空局への報告 

10) その他航空局が必要とした事項 

 

8-1 故障監視・解析 

型式認証を受けた者は、法第 132 条の 21 の趣旨により、法第 132 条の 16 第３項の安全基準へ

の継続した適合を確保するため、当該型式の無人航空機の運航状況及び不具合発生状況、インシ

デント情報等、航空安全に係る情報を監視・収集するとともに、得られた情報の解析、評価等を

行い、当該型式の無人航空機の安全性向上に努めなければならない。 

 

8-2 使用者への技術情報の提供 

技術情報とは、型式認証等保有者から使用者を始めとする関係者に技術的な情報を伝える手段

である。型式認証等保有者は、型式認証を受けた型式の無人航空機に対し、無人航空機の安全性

を確保するために整備の箇所、時期及び実施の方法を示した技術情報をホームページ上で使用者

に公表する等の方法により、使用者が容易に技術情報を入手できるようにしなければならない。

さらに、第一種型式認証を受けた型式の無人航空機については、使用者が容易に技術情報を入手

できるだけでなく、型式認証等保有者は使用者に対して、メールによる連絡やコントロールステ

ーション又はアプリケーション上で表示する等、使用者が確実に入手できる方法を確立し、技術

情報を提供する必要がある。 

技術情報は型式認証等保有者において適切に作成及び提供すべきものであるところから、型式

認証の申請者は技術情報の提供に至るまでの手順について、安全性を確保するための管理の計画

において説明がなされ、型式認証時にその適合性について検査を受けなければならない。また、

当該情報の提供に至るまでの手順の改訂を行う場合には、運航機の安全性を適切に継続する観点

から、航空局の了解を得なければならない。了解を得た事項は議事録に残した上で、次回の設計

又は製造過程の変更の承認時に安全性を確保するための管理の計画の変更についても検査を受け

ること。 

 

8-3 航空事故等の報告 

8-3-1 事故報告等の基準 

型式認証等保有者は、型式認証を受けた型式の無人航空機に対し、航空事故等に関する情報を

使用者から収集し、整理し、及び分析するための体制を整備しなければならず、法第 132 条の 21

及び規則第 236 条の 37 の規定に基づき、次に掲げる事態であって、設計又は製造過程に起因し、

又は起因すると疑われるものについて報告すること。なお、航空事故等に関する情報の収集にあ
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たり、取扱説明書等の型式認証等保有者が発行する文書において、航空事故等が発生した場合に、

使用者から型式認証等保有者への連絡を求めることやそのための連絡先及び連絡内容を記載し対

応することが１つの手段として考えられるが、この限りではない。 

 

(1) 法第 132 条の 90 第１項各号に掲げる事故 

・無人航空機による人の死傷又は物件の損壊 

・航空機との衝突又は接触 

(2) 法第 132 条の 91 に規定する事態 

・航空機との衝突又は接触のおそれがあったと認めたとき 

・無人航空機による人の負傷（上記の人の死傷を伴う事故を除く。） 

・無人航空機の制御が不能となった事態 

・無人航空機が発火した事態（飛行中に発生したものに限る。） 

(3) (1)及び(2)に掲げるもののほか、無人航空機が安全基準に適合せず、又は安全基準に適合しな

くなるおそれがあるものとして国土交通大臣が認める以下の事態 

・プロペラ（ローター）の制御系統の破損、機能不良又は欠陥 

・プロペラ（ローター）のハブ又はブレードの構造破損 

・モーターの破損又は発動機（発動発電機を含む。）が搭載された無人航空機にあっては発動機

（発動発電機を含む。）の破損 

・無人航空機の正常な操縦を害したり、飛行性を損なうような、構造、スピードコントローラ

などの推進系統、ジャイロなどの航法・誘導系統、受信機などの通信系統又はフライトコン

トローラーなどの自動制御系統の破損、機能不良又は欠陥 

・その他、安全性を確保するために必要な事態 

 

8-3-2 事故報告等の内容 

型式認証等保有者は、型式認証を受けた型式の無人航空機の航空事故等の事態の発生を知った

際は、次に掲げる事項を 8-3-3 項の方法及び報告先へ、8-3-4 項の提出時期までに報告すること。 

(1) 氏名又は名称 

(2) 無人航空機の登録記号、型式認証書番号、型式及び製造番号 

(3) 報告に係る事態が発生した日時及び場所 

(4) 報告に係る事態の概要 

(5) その他参考となる事項 

 

また、報告した事態の原因が設計又は製造過程にあると認める場合、必要な改善措置について、

国土交通大臣に報告するとともに、当該改善措置の内容が適切であるかどうかの技術的な検証の

ために必要な事項を記載した書類も合わせて提出すること。 

 

8-3-3. 報告の方法及び報告先 

航空局へ報告する際、下記の提出先に電子メールで送付すること。 

国土交通省航空局安全部航空機安全課航空機技術審査センター 
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〒480-0202 愛知県西春日井郡豊山町豊場名古屋空港内 

電話番号  0568-29-1985 

E-mail：cab-aecc-drone-tcq@gxb.mlit.go.jp 

 

8-3-4. 報告時期 

8-3-1 項の報告基準に該当する故障を発見した時又は無人航空機の航空事故等の事態の発生を

知った時から 10 日以内においてできる限り速やかに提出すること。 

 

8-3-5. 記録の保管 

情報の収集、整理及び分析を行ったときは、その結果を記載し、又は記録した書面又は電磁的

記録を作成し、保存すること。 

 

9. 雑則 

9-1. その他の方法による取扱い 

本サーキュラーの定めにかかわらず、無人航空機の型式認証等については、航空機技術審査セ

ンター所長が必要と認めた場合は、その他の方法により取り扱うことができる。 

 

10. 法改正に伴う経過処置 

10-1. 航空法の一部を改正する法律（令和３年法律第 65 号、以下「改正法」という。）の施行以前

に取得した試験データの取扱い 

 型式認証を受けるために取得する試験データは、試験の有効性を判断するため、適合性判定を

受けた試験方案により実施される必要があることから原則として型式認証の申請後に行われる必

要があるが、令和４年 12 月５日の改正法の施行時点で現に取得された試験データにあっては、以

下に定める一定の条件を満足することにより、型式認証における有効な試験データ（以下「過去

データ」という。）として扱うことができる。 

(1)過去データの対象とできる試験 

過去データの対象とできる試験は、申請後において本サーキュラー5-1-5 項 2)で検査者の立

会を要さないと整理されるものに限る。 

 

(2)過去データとして扱うための条件 

①申請前の適切な段階で、申請予定者は申請前に取得する試験データを過去データとして使

用したい旨を航空局に申し出た上で、当該試験データの適切性及び有効性について説明す

ること。 

②試験の適切性を担保するため、取得された試験データが量産機と同じ製造過程で製造され

た型式設計に一致する供試機によって取得されたものであることを示すこと。また、試験

方案、試験報告書等の文書が申請予定者による品質管理された適切な方法で作成、点検、

社内承認、発行、改訂、管理及び保管されていることを示すこと。 

③現に試験に使用された試験方案について、サーキュラーNo.8-001「無人航空機の型式認証

等における安全基準及び均一性基準に対する検査要領」に準拠した試験方案であることが
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求められ、かつ、試験実施に必要な全ての情報、条件、仕様等が記載され、どのような試

験か明確に分かるものとなっていること。また、申請後に試験方案の検査を受け、適合性

が判定されること。 

④試験報告書は、試験方案に従って試験が行われたことが分かり、記録されるべき試験デー

タが適切に記録され、試験の成立性について評価されていること。試験データは、試験の

成立性が担保できる種類、精度、頻度で記録されていること。また、申請後に試験報告書

の検査を受け、適合性が判定されること。 

 

(3)過去データの受入れ可否 

 航空局は、(1)及び(2)の事項のほか申請の状況を総合的に判断し、取得された試験データが過

去データとして扱うことができるかどうかの判断を行うこと。なお、申請前の適切な段階にお

いて、申請予定者及び航空局の双方で共通認識を持ち合意形成を図る目的で、どの試験データ

を過去データとして扱うのかについて、議事録等に当該判断結果を記録として残すこと。 

 

 

附 則（令和４年 12 月 2 日） 

１. 本サーキュラーは、令和４年 12 月５日から適用する。 

 

 

E-mail     cab-aecc-drone-tcq@gxb.mlit.go.jp 

本サーキュラーに関する質問・意見等については下記に問い合わせること。 

 

国土交通省航空局安全部航空機安全課航空機技術審査センター 

〒480-0202 愛知県西春日井郡豊山町豊場名古屋空港内 

電話番号  0568-29-1985 


